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第３期東商環境アクションプラン

（2025－2027）



第3期東商環境アクションプラン策定にあたって

【これまでの経緯】
2019年に3年1期としたアクションプランを策定。第2期(2022-24）では全ての事業者が「経済と環境の
両立」に向けた行動を求められる時代が到来したとして、「会員企業による環境アクションの支援」と「東商
自身による環境アクションの推進」の２つの視点から、８つの項目を掲げ、取組みを進めてきた。

①

【第2期の取組みの成果と課題】
中小企業のカーボンニュートラル推進特別委員会が発足し、2023年8月より
「Tosho攻めの脱炭素」事業を開始。環境関連のイベント・セミナーの実施や
都・区等との連携、東商自身のペーパーレス化（第2期目標:1年あたり294万面で、

平均246万面まで減少）は概ね順調に推移している一方で、職員のｅｃｏ検定
受験率（2024年度：約2割）などに課題がある。

⚫ 省エネ・脱炭素、カーボンニュートラルに向けた取組みがますます求められることが想定されるが、中小企
業では、カーボンニュートラルへの関心は低く、ノウハウ・マンパワー不足、資金面などの課題もある。

⚫ そこで、「第３期東商環境アクションプラン」では、「会員企業による環境アクションの支援」と「東商自身
による環境アクションの推進」の２つの枠組みは継承しつつ、前者では「Tosho攻めの脱炭素」を、後
者では職員の知識向上を中心に、会員事業者への支援力向上と環境配慮の取組みを進めていく。

次期削減目標（出典：地球温暖化対策計画）

【外部環境】
本年2月に第7次エネルギー基本計画、GX2040ビジョン、地球温暖化対
策計画が閣議決定。温室効果ガス排出量2013年度比2030年度46％
削減に加え、2035年度60％削減、2040年度73％削減が目標とされ
た。さらに、資源循環の推進も政府方針として決定している。



１．会員企業による環境アクションの支援

（１）「Tosho攻めの脱炭素」事業の推進 ・・・・・スライド③

（２）環境関連イベント・セミナーの開催

（都・区・その他関連団体との連携を含む） ・・・・・スライド④

（３）環境関連情報の発信（WEB・メルマガ・ｅｃｏ検定） ・・・・・スライド⑤

２．東商自身による環境アクションの推進

（１）職員の環境意識・知識向上（ｅｃｏ検定） ・・・・・スライド⑥

（２）ペーパーレス化の継続 ・・・・・スライド⑦

（３）資源循環を意識した取組 ・・・・・スライド⑧

（参考資料）本部オフィス（丸の内二重橋ビル）の省エネ取組 ・・・・・スライド⑨

②アクションプランの構成



【目標（2025～2027）】

・東商脱炭素“塾”参加企業数90社以上（３カ年合計）を目指します＜23・24年計55社参加＞

・東商脱炭素“市場”イベントへの参加者数450名以上（３カ年合計）＜23・24年計281名参加＞

・東商脱炭素“市場”「つながるマッチングサイト」閲覧数1.2万件以上（３カ年合計）＜23・24年計7,836件＞

・東商脱炭素“ラボ”イベントへの参加者数130名以上（３カ年合計）＜23・24年計85名参加＞

③

東商脱炭素“塾”（24年7～8月）

１．会員企業による環境アクションの支援

（１）「Tosho攻めの脱炭素」事業の推進
推
進

グリーンテックマッチング会（24年9月）

産業政策第二部
（各支部）

中堅中小企業向けサステナビリティ
経営実践セミナーに登壇し当事業をPR
（24年10月）

【2024年度の実施状況】

・“塾” （7～8月） ： 22社参加

・“市場”イベント：「グリーンテックマッチング会（9月）」169名、「省エネ・脱炭素支援サービス展示会（3月）」49名参加

・“ラボ”イベント：「工学院大学・東京電機大 脱炭素分野の新技術発表＆情報交換会（8月）」43名参加

・様々なイベント、メディアでの周知等を実施



【目標（2025～2027）】

・東商主催・共催による環境関連のイベント・セミナーを220回以上（３カ年合計）開催、

参加者数13,000人以上（３カ年合計）を目指します

＜第1期実績：73回・4,938人参加、第2期実績：193回・11,858人参加＞

・関東商工会議所連合会、多国間・二国間経済会議、青年部・女性会における環境関連テーマに関するセミナー開催や

イベント等の実施36件以上（３カ年合計）＜第1期実績：目標未設定、第2期実績：30件＞

・都や区・その他関係団体との連携（事業協力、周知協力、事業参加など）300件以上（3カ年合計）

＜第1期実績：目標未設定、第2期実績：287件＞

④

脱炭素経営セミナー（24年4月）

１．会員企業による環境アクションの支援

（２）環境関連イベント・セミナーの開催
政策系・事業系の部署、総務
統括部、国際部、各支部

推
進

シンポジウム「中小企業の“攻め”の
脱炭素経営」（25年7月30日開催予定）

クール・ネット東京との共催セミナー

「脱炭素経営セミナー」を開催
先進企業トップが講演／約200名が参加

菊川工業
宇津野会長

大川印刷
大川社長

IKEUCHI ORGANIC
池内代表



【目標（2025～2027）】

・東商Webサイトにおける環境関連のコンテンツ（事例集等）を充実させます

・メルマガ「環境・エネルギーinfo」の登録者数５,000者を目指します＜2024年度末時点で3,500者＞

・ｅｃｏ検定（環境社会検定）を推進し、累計受験者76万人、累計合格者45万2千人を目指します

＜2024年度実績：累計受験者66万人、累計合格者39万5千人＞

・経営指導員・職員向けの研修にカーボンニュートラル・省エネ等に関するテーマを盛り込み、

国・都の補助金や事業なども含め中小企業の脱炭素関連支援施策の利用促進を図ります

⑤

「Tosho攻めの脱炭素」ポータルサイト

１．会員企業による環境アクションの支援

（３）環境関連情報の発信（ WEB・メルマガ・ｅｃｏ検定）

産業政策第二部
検定事業部

推
進

2022年度 2023年度 2024年度 目標（'27）

58.2 62.3 
66.0 

76.0 

「eco検定」累計受験者数（万人）

2022年度 2023年度 2024年度 目標（'27）

35.4 37.5
39.5 45.2

「eco検定」累計合格者数（万人）



【目標（2025～2027）】

・職員のｅｃｏ検定取得率※60%を目指します
※第２期までは、ｅｃｏ検定「受験率」を目標としていたが（2024年度実績：約2割）、
より実効性を高めるために目標値をｅｃｏ検定「取得率」に変更する。

・職員の環境問題に対する関心を高め、学習用動画の提供など職員の学びの機会を増やします

・環境問題に対する職員向けアンケートを実施し、実態把握と進捗管理に努めます

 

⑥
２．東商自身による環境アクションの推進

（１）職員の環境意識・知識向上（ｅｃｏ検定）

全職員
（産業政策第二部、検定事業部、

人事課）

推
進

【具体的な取組み内容】
・各部署に公式テキストを１冊配布、サイネージ等での情報提供

・ｅｃｏ検定受験料の補助・合格祝金の支給、公式テキスト等学習教材の無償提供を実施

・経営指導員研修等で環境分野の支援策情報を紹介するとともに、脱炭素“塾”への職員のオブザーブ参加や

職員向け学習用動画を提供するなど、職員の環境問題に対する意識を向上

ｅｃｏ検定(環境社会検定試験)®公式テキスト 公式問題集



【目標（2025～2027）】

・本部主要会議のペーパーレス化を継続します

＜2024年度実績：100%（常議員会、正副会頭会議、特別顧問会議、委員会）＞

・本部複合機による印刷数を第2期実績から10%削減します

＜第1期実績：年平均381万、第2期実績：年平均246万、今期目標：年平均220万（面）＞

・ペーパーレス化の取組を２３支部の主要会議に拡大します

⑦

タブレットを使った常議員会の様子

3,810,000 

2,463,723 2,217,350 

本部複合機印刷数（面）

２．東商自身による環境アクションの推進

（２）ペーパーレス化の継続

全職員（オフィス環境部・

産業政策第二部、総務統括部、
委員会等所管部署）

推
進

第１期実績 第２期実績 第３期目標値
（19年-22年の平均） （21年-24年の平均）

約3.5割減
約１割減

381万

246万 220万

【具体的な取組み内容】
・複合機使用状況の継続的な精査・分析を通じ、特に使用枚数の多い業務について、現場実態を踏まえたペーパー
レス化を重点的に検討・実施（外付けモニターの利用促進、支部における会議でのタブレット使用促進など）



⑧
２．東商自身による環境アクションの推進

（３）資源循環を意識した取組
全職員（産業政策第二部、総

務統括部、オフィス環境部）

推
進

【目標（2025～2027）】

・食品ロス削減に努めるべく、食事つきのイベントでは呼びかけを励行します

・東商エコリーグ※等を活用し古紙回収・分別回収に努めます

※当所と（公社）東京都リサイクル事業協会が協力して、中小企業から出る古紙を回収、再利用する仕組みです

・オフィスや家庭において、リチウムイオン電池を使用した製品の廃棄時には、分別を徹底するよう

ポスターの張り出しやイントラ等で、職員に周知します

※近年リチウムイオン電池の誤った処理方法による火災が発生し、廃棄物処理施設が稼働停止となることが問題視されています。

東京都HPより



当所は、24年度に一般財団法人省エネルギーセンターによる省エネ最適化診断を受診

同規模のオフィスに比べ省エネが進んでいるとの評価を受け、引き続き省エネ活動に取り組みます

⑨

385,000

390,000

395,000

400,000

405,000

2022年度 2023年度 2024年度

401,423 

397,196 

392,190 

第２期目標（40万5千kWh未満）
を3年間連続で達成！

参考

本部オフィス（丸の内二重橋ビル）の省エネ取組
全職員

（オフィス環境部）
推
進

本部オフィスの冷暖房には
「カーボンニュートラルLNG」が
使用されています。

本部オフィス（丸の内二重橋ビル）では、集中管理された高

効率な熱源システムで製造された冷水・温水・蒸気などを複

数の建物に供給する「地域冷暖房」システムにより、冷暖房

が実施されています。これら冷暖房に使用される都市ガスは、

天然ガスの採掘から燃焼に至るまでの工程で発生する温室効

果ガスを、新興国等における環境保全プロジェクトにより創

出されたCO2クレジットで相殺（カーボン・オフセット）さ

れた「カーボンニュートラルLNG（CNL）」となっています。

【具体的な取組み内容】
・本部オフィスの20時消灯の実施
・残業場所の制限（人員集中）・効率化
・空調の利用効率の向上
・クールビズ・ウォームビズの実施
・テレワーク制度の活用

本部オフィスにおける年間電力消費量（kWh）

405,000



「東商環境アクションプラン」（２０２５－２０２７）
２０２５年7月

発行 東京商工会議所
〒１００－０００５ 千代田区丸の内３－２－２

電話 ０３－３２８３－７８３６
※内容について東京商工会議所の許可のない転載・転用を禁じます
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